
３
月
１１
日
、
三
陸
沖
を
震
源
地

と
す
る
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震

が
発
生
し
た
。
地
震
の
規
模
を
示

す
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
が
９
・
０
を

記
録
し
た
大
地
震
は
、
大
き
な
揺

れ
に
よ
る
被
害
の
ほ
か
、
巨
大
な

津
波
被
害
を
沿
岸
各
地
に
も
た
ら

し
、
地
域
に
よ
っ
て
は
自
治
体
そ

の
も
の
が
壊
滅
す
る
な
ど
、
未
曾

有
の
大
災
害
と
な
っ
た
。

【
関
連
記
事
を
４
・
５
面
掲
載
】

ま
た
、
大
地
震
は
、
福
島
第
一

原
子
力
発
電
所
に
深
刻
な
事
故
を

引
き
起
こ
し
、
関
係
者
は
未
だ
復

旧
作
業
に
追
わ
れ
る
事
態
と
な
っ

て
い
る
。
原
発
周
辺
住
民
が
避
難

す
る
非
常
事
態
と
な
っ
て
い
る
ほ

か
、
近
隣
各
県
に
ま
で
跨
る
農
産

物
・
原
乳
の
出
荷
停
止
、
水
道
水

の
飲
用
に
ま
で
制
限
が
及
ぶ
な

ど
、
被
害
は
拡
大
の
一
途
を
辿
っ

て
い
る
。

こ
の
中
、
本
会
で
は
五
本
幸
正

会
長
を
本
部
長
と
す
る
「
東
北
地

方
太
平
洋
沖
地
震
災
害
支
援
対
策

本
部
」
を
３
月
１６
日
に
立
ち
上
げ

た
。
支
援
本
部
の
設
置
に
よ
り
、

各
市
議
会
や
国
と
連
絡
を
密
に
し

な
が
ら
、
被
災
者
の
救
援
・
救
護

の
推
進
、
被
災
地
域
の
早
期
復
旧

・
復
興
を
推
進
す
る
た
め
、
最
大

限
の
支
援
・
協
力
を
実
施
す
る
こ

と
と
し
た
�
支
援
本
部
の
役
割
等

に
つ
い
て
は
左
上
掲
。

本
会
支
援
本
部
の
設
置
を
受

け
、
岩
手
県
市
議
会
議
長
会
（
会

長
�
佐
藤
栄
一
・
盛
岡
市
議
会
議

長
）
は
１８
日
、
東
北
市
議
会
議
長

会
（
会
長
�
田
澤
豊
彦
・
会
津
若

松
市
議
会
議
長
）
は
２３
日
、
そ
れ

ぞ
れ
緊
急
要
請
を
支
援
本
部
に
提

出
。
▽
燃
料
の
安
定
供
給
▽
ラ
イ

フ
ラ
イ
ン
等
の
早
期
復
旧
▽
原
子

力
災
害
対
策
―
―
な
ど
を
柱
と
し

た
緊
急
要
請
の
提
出
を
受
け
、
本

会
は
政
府
ほ
か
関
係
方
面
へ
、
３

月
２３
日
に
要
請
し
た
。

ま
た
、
２９
日
に
は
本
会
と
し
て

「
平
成
２３
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖

地
震
に
関
す
る
緊
急
要
請
」
を
取

り
ま
と
め
、
政
府
な
ど
関
係
方
面

へ
被
災
者
支
援
と
復
興
対
策
の
推

進
を
訴
え
た
�
本
会
取
り
ま
と
め

の
緊
急
要
請
全
文
は
４
面
掲
載
。

こ
の
ほ
か
政
府
は
１３
日
、
東
北

地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
よ
る
大
震

災
を
激
甚
災
害
に
指
定
。
統
一
地

方
選
の
選
挙
期
日
に
関
す
る
特
例

法
も
１８
日
に
成
立
さ
せ
、
２２
日
に

第
１
次
指
定
、
２４
日
に
第
２
次
指

定
を
実
施
し
た
�
統
一
地
方
選
の

関
連
記
事
は
５
面
掲
載
。

災
害
救
助
法
も
適
用
さ
れ
、
２４

日
時
点
で
１
３
０
市
区
が
同
法
の

適
用
を
受
け
た
�
４
面
掲
載
。

全国市議会議長会東北地方
太平洋沖地震災害支援対策本部
１．災害支援対策本部の役割

（１）義援金の募集及び連絡

（２）要請事項等の国に対する伝

達

（３）国における各種対策の情報

収集及び状況把握

（４）地方六団体等との連絡

（５）その他

２．災害支援対策本部役割分担

（１）義援金について（総務部）

（２）情報収集及び連絡調整（政

務第一部、政務第二部、調査広

報部）

平
成
２３
年
３
月
１１
日
、
三
陸
沖

か
ら
関
東
に
至
る
太
平
洋
沖
を
震

源
と
す
る
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド
９
・

０
の
国
内
観
測
史
上
最
大
規
模
の

地
震
に
よ
り
東
北
地
方
及
び
関
東

地
方
の
極
め
て
広
い
範
囲
で
地
震

と
津
波
に
よ
る
災
害
が
発
生
し
ま

し
た
。

こ
の
災
害
に
よ
り
、
多
く
の
人

命
の
犠
牲
を
伴
う
甚
大
な
被
害
が

発
生
し
、
今
な
お
多
く
の
行
方
不

明
者
の
捜
索
が
行
わ
れ
て
い
る
状

況
に
あ
り
ま
す
。

犠
牲
に
な
ら
れ
た
方
々
の
ご
冥

福
を
お
祈
り
申
し
上
げ
ま
す
と
と

も
に
、
被
災
さ
れ
た
皆
様
に
衷
心

よ
り
お
見
舞
い
申
し
上
げ
ま
す
。

ま
た
、
今
な
お
各
地
方
自
治

体
、
自
衛
隊
、
警
察
、
消
防
等
関

係
者
に
よ
り
、
昼
夜
を
問
わ
ず
懸

命
な
救
出
・
救
援
活
動
さ
ら
に
は

福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
復
旧

作
業
が
行
わ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で

あ
り
ま
す
。

本
会
と
い
た
し
ま
し
て
は
、
被

災
さ
れ
た
方
々
へ
の
支
援
、
被
災

地
の
復
興
を
は
じ
め
と
す
る
様
々

な
諸
課
題
に
対
し
、
全
力
を
挙
げ

て
取
り
組
ん
で
参
り
ま
す
。

平
成
２３
年
３
月
２３
日

一一
括括
法法
案案
がが
閣閣
議議
決決
定定

地地
方方
議議
員員
年年
金金
もも

政
府
は
３
月
１１
日
、
国
が
自
治

体
の
仕
事
を
法
令
で
縛
る
「
義
務

付
け
・
枠
付
け
」
の
見
直
し
や
、

都
道
府
県
の
権
限
の
市
町
村
移
譲

に
向
け
、
関
連
す
る
１
８
８
の
法

律
を
改
正
す
る
一
括
法
案
を
閣
議

決
定
し
た
。
こ
の
法
案
は
、
政
府

が
昨
年
ま
と
め
た
地
域
主
権
戦
略

大
綱
に
盛
り
込
ま
れ
た
義
務
付
け

・
枠
付
け
見
直
し
と
権
限
移
譲
を

法
案
化
し
た
も
の
。

こ
の
ほ
か
、
政
府
は
同
日
の
閣

議
で
、
地
方
議
員
年
金
制
度
を
６

月
に
廃
止
す
る
と
し
た
、
地
方
公

務
員
共
済
組
合
法
改
正
案
に
つ
い

て
も
決
定
し
た
。
（
関
連
記
事
を

２
・
３
・
５
面
掲
載
）

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1790・91・92号４月５日平成23年
（2011年）

東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
対
す
る
五
本
会
長
談
話

東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
で
未
曾
有
の
被
害

本
会
が
支
援
対
策
本
部
設
置

（１） 平成２３年４月５日 第１７９０・９１・９２号
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地
方
議
会
議
員
年
金
制
度
を
廃

止
す
る
措
置
を
講
ず
る
こ
と
を
内

容
と
す
る
地
方
公
務
員
等
共
済
組

合
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案

が
３
月
１１
日
、
閣

議

決

定

さ

れ

た
。

（
次
ペ
ー
ジ
に
法
律
案
の
概
要
）

法
律
案
で
は
、
平
成
２３
年
６
月

１
日
に
地
方
議
会
議
員
の
年
金
制

度
を
廃
止
す
る
と
し
て
い
る
。

法
律
の
施
行
日
を
２３
年
６
月
１

日
と
し
て
い
る
の
は
、
市
・
町
村

の
両
議
員
共
済
会
が
、
６
月
に
も

資
金
不
足
と
な
る
こ
と
が
見
込
ま

れ
る
こ
と
か
ら
、
年
金
と
一
時
金

の
給
付
に
支
障
が
生
ず
る
た
め
。

２３
年
４
月
に
実
施
さ
れ
る
統
一

地
方
選
挙
時
に
年
金
受
給
資
格

（
在
職
１２
年
以
上
）
を
満
た
す
者

が
相
当
程
度
退
職
す
る
こ
と
が
見

込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
法
律
案
の

５
月
中
成
立
が
不
可
欠
と
な
る
。

制
度
の
廃
止
に
伴
う
給
付
に
か

か
る
措
置
で
は
、
制
度
廃
止
時
に

現
職
議
員
で
あ
る
者
（
在
職
１２
年

以
上
）
と
制
度
の
廃
止
方
針
決
定

後
の
２３
年
１
月
か
ら
５
月
ま
で
の

退
職
者
で
、
退
職
年
金
受
給
資
格

を
満
た
し
て
い
る
者
に
つ
い
て

は
、
退
職
年
金
の
支
給
と
退
職
一

時
金
の
支
給
の
い
ず
れ
か
を
選
択

で
き
る
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
制
度
廃
止
に
伴
い
、
制

度
廃
止
時
に
お
い
て
議
員
で
あ
る

者
の
退
職
年
金
、
退
職
一
時
金
等

の
額
の
算
定
に
つ
い
て
の
在
職
期

間
は
、
２３
年
５
月
３１
日
ま
で
と
す

る
。
退
職
一
時
金
の
給
付
率
は
、

掛
金
及
び
特
別
掛
金
総
額
の
８０

％
。な

お
、
制
度
廃
止
前
に
在
職
し

て
い
る
者
は
、
掛
金
及
び
特
別
掛

金
の
納
付
が
必
要
だ
が
、
制
度
廃

止
方
針
決
定
後
の
１
月
以
降
に
退

職
し
て
退
職
一
時
金
の
支
給
を
受

け
る
者
に
つ
い
て
は
、
１
月
分
か

ら
同
５
月
分
ま
で
の
掛
金
及
び
特

別
掛
金
の
全
額
を
退
職
一
時
金
に

算
入
す
る
と
し
て
い
る
。

廃廃
止止
時時
にに
既既
にに
議議
員員
をを
退退
職職

しし
てて
いい
るる
者者
にに
かか
かか
るる
給給
付付

（
一
）
制
度
廃
止
時
に
既
に
議
員

を
退
職
し
て
い
る
者
に
か
か
る
給

付
に
つ
い
て

制
度
廃
止
時
に
既
に
議
員
を
退

職
し
て
退
職
年
金
の
給
付
事
由
が

生
じ
て
い
る
者
の
給
付
の
取
扱
い

は
、
次
の
と
お
り
。

�
制
度
廃
止
時
に
既
に
退
職
年

金
を
受
給
し
て
い
る
者
に
つ
い
て

は
、
制
度
廃
止
前
の
地
方
議
会
議

員
年
金
制
度
（
現
行
制
度
）
に
よ

る
給
付
が
継
続
さ
れ
る
。

�
制
度
廃
止
の
方
針
決
定
後
の

平
成
２３
年
１
月
か
ら
５
月
ま
で
に

退
職
し
た
者
で
、
退
職
時
に
退
職

年
金
の
受
給
資
格
を
満
た
し
て
い

る
場
合
は
、
現
行
制
度
に
よ
る
退

職
年
金
の
支
給
を
受
け
る
か
退
職

一
時
金
の
支
給
を
受
け
る
か
の
い

ず
れ
か
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き

る
。�

退
職
時
に
退
職
年
金
の
受
給

資
格
を
満
た
さ
な
い
者
は
、
退
職

一
時
金
の
支
給
を
受
け
る
。
給
付

率
は
、
掛
金
及
び
特
別
掛
金
総
額

の
８０
％
。
３
年
未
満
の
在
職
歴
の

者
も
支
給
を
受
け
る
こ
と
が
で
き

る
。制制

度度
廃廃
止止
時時
にに
現現
職職
議議
員員

でで
ああ
るる
者者
にに
かか
かか
るる
給給
付付

（
二
）
制
度
廃
止
時
に
現
職
議
員

で
あ
る
者
に
か
か
る
給
付

�
制
度
廃
止
時
に
現
職
の
議
員

で
あ
る
者
で
、
退
職
年
金
受
給
資

格
を
満
た
し
て
い
る
者
は
、
現
行

制
度
に
よ
る
退
職
年
金
の
支
給
を

受
け
る
か
退
職
一
時
金
の
支
給
を

受
け
る
か
の
い
ず
れ
か
を
選
択
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

退
職
年
金
の
支
給
を
選
択
し
た

場
合
は
、
議
員
を
引
退
後
に
支
給

を
受
け
る
。
退
職
年
金
の
支
給
を

受
け
る
者
が
高
額
所
得
者
で
あ
る

場
合
に
は
、
支
給
停
止
措
置
に
該

当
す
る
。

退
職
一
時
金
の
支
給
を
選
択
し

た
場
合
の
受
給
時
期
は
廃
止
後
の

任
期
満
了
な
ど
の
最
初
の
退
職
の

時
。�

退
職
年
金
の
受
給
資
格
を
満

た
し
て
い
な
い
者
は
、
退
職
一
時

金
を
受
給
す
る
。
受
給
時
期
は
�

と
同
様
。

（
三
）
公
務
傷
病
年
金
及
び
遺
族

年
金
の
取
り
扱
い

公
務
傷
病
年
金
及
び
遺
族
年
金

は
、
制
度
廃
止
前
の
地
方
議
会
議

員
年
金
制
度
（
現
行
制
度
）
に
よ

る
給
付
を
基
本
に
行
わ
れ
る
。

（
四
）
制
度
廃
止
時
に
現
職
議
員

で
あ
っ
た
者
が
死
亡
し
た
場
合
の

遺
族
給
付

�
年
金
受
給
資
格
を
満
た
し
て

い
る
現
職
議
員
が
制
度
廃
止
前
に

死
亡
し
た
場
合
は
、
現
行
制
度
に

よ
る
遺
族
年
金
が
支
給
さ
れ
る
。

�
年
金
受
給
資
格
を
満
た
し
て

い
る
現
職
議
員
が
制
度
廃
止
後
に

死
亡
し
た
場
合
の
支
給
は
、
�
と

同
様
だ
が
、
退
職
年
金
額
が
２
０

０
万
円
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て

は
、
超
え
る
額
の
１０
％
を
引
き
下

げ
た
後
の
額
の
２
分
の
１
を
支
給

す
る
。

�
制
度
廃
止
前
に
年
金
受
給
資

格
の
な
い
現
職
議
員
が
死
亡
し
た

場
合
は
、
遺
族
一
時
金
を
支
給
す

る
。

（
五
）
退
職
年
金
に
か
か
る
給
付

の
引
き
下
げ
・
支
給
停
止
措
置
の

強
化
（
い
ず
れ
も
平
成
２３
年
９
月

１
日
施
行
）

�
退
職
年
金
の
年
額
が
２
０
０

万
円
を
超
え
る
場
合
に
つ
い
て

は
、
超
え
る
額
の
１０
％
の
額
を
引

き
下
げ
る
。

�
退
職
年
金
の
年
額
と
前
年
の

退
職
年
金
等
を
除
く
所
得
金
額

（
住
民
税
の
課
税
総
所
得
金
額
ベ

ー
ス
）
と
の
合
計
額
が
７
０
０
万

円
を
超
え
る
場
合
に
つ
い
て
は
、

超
え
る
額
の
２
分
の
１
に
相
当
す

る
金
額
の
支
給
を
停
止
す
る
と
と

も
に
、
現
行
の
支
給
停
止
の
際
の

最

低

保

障

額
（
１
９
０
・
４
万

円
）
は
廃
止
す
る
。
こ
の
高
額
所

得
に
よ
る
支
給
停
止
措
置
の
対
象

者
は
、
全
て
の
退
職
年
金
受
給
者

と
な
る
。

（
注
）
法
律
案
で
は
、
制
度
廃
止

時
に
現
職
の
議
員
で
廃
止
後
に
退

職
し
た
際
に
支
給
を
受
け
る
退
職

年
金
を
「
特
例
退
職
年
金
」
と
し
、

廃
止
前
に
給
付
事
由
が
生
じ
た
退

職
年
金
を
「
旧
退
職
年
金
」
と
し

て
い
ま
す
が
本
文
で
は
い
ず
れ
も

「
退
職
年
金
」
と
表
現
し
ま
し
た
。

ま
た
、
廃
止
前
に
給
付
事
由
が

生
じ
た
退
職
一
時
金
を
「
旧
退
職

一
時
金
」
と
し
、
２３
年
１
月
か
ら

５
月
ま
で
の
間
に
給
付
事
由
が
生

じ
た
旧
退
職
年
金
を
受
け
る
権
利

を
有
す
る
者
が
退
職
一
時
金
の
支

給
を
受
け
る
場
合
を
「
代
替
退
職

一
時
金
」
と
し
て
い
ま
す
が
、
本

文
で
は
い
ず
れ
も
「
退
職
一
時

金
」
と
表
現
し
ま
し
た
。
（
地
方

公
務
員
等
共
済
組
合
法
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
案
の
概
要
、
同
要

綱
、
同
法
律
案
及
び
同
新
旧
対
照

条
文
は
全
市
に
送
付
し
た
）
。

議
員
年
金
制
度
の
廃
止
法
案
の
あ
ら
ま
し

４月５日現在の都市数
８０９都市

うち

指定都市 １９市

中核市 ４１市

特例市 ４０市

一般市 ６８６市

特別区 ２３区

第１７９０・９１・９２号 平成２３年４月５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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１
�
地
方
議
会
議
員
年
金
制
度
の

廃
止

（
１
）
地
方
議
会
議
員
年
金
制
度
に

関
す
る
規
定
（
第
１１
章
等
）
の
削
除

（
２
）
制
度
廃
止
時
に
既
に
議
員
を

退
職
し
て
い
る
者
に
係
る
給
付

○
制
度
廃
止
時
に
既
に
議
員
を
退

職
し
て
退
職
年
金
の
給
付
事
由
が

生
じ
て
い
る
者
に
つ
い
て
は
、
制

度
廃
止
前
の
地
方
議
会
議
員
年
金

制
度
に
よ
る
退
職
年
金
の
給
付
を

継
続
す
る
こ
と
と
す
る
。

（
３
）
制
度
廃
止
時
に
現
職
議
員
で

あ
る
者
に
係
る
給
付
等

�
制
度
廃
止
時
に
現
職
議
員
で
あ

る
者
の
う
ち
、
制
度
廃
止
時
に
退

職
年
金
の
受
給
資
格
（
在
職
１２
年

以
上
。
以
下
同
じ
。
）
を
満
た
す

者
は
、
制
度
廃
止
前
の
地
方
議
会

議
員
年
金
制
度
に
よ
る
退
職
年
金

の
支
給
と
掛
金
及
び
特
別
掛
金
の

総
額
の
８０
％
の
退
職
一
時
金
の
支

給
の
う
ち
い
ず
れ
か
を
選
択
で
き

る
こ
と
と
す
る
。

�
制
度
廃
止
時
に
現
職
議
員
で
あ

る
者
の
う
ち
、
制
度
廃
止
時
に
退

職
年
金
の
受
給
資
格
を
満
た
さ
な

い
者
に
つ
い
て
は
、
掛
金
及
び
特

別
掛
金
の
総
額
の
８０
％
の
退
職
一

時
金
を
給
付
す
る
こ
と
と
す
る
。

（
遺
族
一
時
金
も
同
様
の
取
扱
い
）

※
一
時
金
の
給
付
時
期
は
、
任
期

満
了
を
含
む
制
度
廃
止
後
最
初
の

退
職
時
と
す
る
。

※
制
度
廃
止
の
方
針
決
定
後
の
平

成
２３
年
１
月
か
ら
５
月
ま
で
に
退

職
し
た
者
に
つ
い
て
は
、
退
職
時

に
退
職
年
金
の
受
給
資
格
を
満
た

す
場
合
に
は
�
、
退
職
時
に
退
職

年
金
の
受
給
資
格
を
満
た
さ
な
い

場
合
に
は
�
（
遺
族
一
時
金
も
同

様
）
の
取
扱
い
に
よ
る
こ
と
と
す

る
。

（
４
）
退
職
年
金
に
係
る
給
付
の
引

下
げ
及
び
支
給
停
止
措
置
の
強
化

�
（
２
）
、
（
３
）
の
い
ず
れ
の
場
合

に
お
い
て
も
、
退
職
年
金
に
つ
い

て
、
年
額
が
２
０
０
万
円
を
超
え

る
と
き
に
は
、
当
該
超
え
る
額
の

１０
％
を
引
き
下
げ
る
こ
と
と
す

る
。

�
（
２
）
、
（
３
）
の
い
ず
れ
の
場
合

に
お
い
て
も
、
退
職
年
金
に
つ
い

て
、
退
職
年
金
の
年
額
と
前
年
の

退
職
年
金
等
を
除
く
所
得
金
額

（
住
民
税
の
課
税
総
所
得
金
額
ベ

ー
ス
）
と
の
合
計
額
が
７
０
０
万

円
を
超
え
る
と
き
に
は
、
当
該
超

え
る
額
の
２
分
の
１
に
相
当
す
る

金
額
の
支
給
を
停
止
す
る
と
と
も

に
、
最
低
保
障
額
（
現
行
�
１
９

０
・
４
万
円
）
を
廃
止
す
る
こ
と

と
す
る
。

（
５
）
公
務
傷
病
年
金
及
び
遺
族
年

金
の
取
扱
い

○
公
務
傷
病
年
金
及
び
遺
族
年
金

は
、
制
度
廃
止
前
の
地
方
議
会
議

員
年
金
制
度
に
よ
る
給
付
を
基
本

と
し
て
、
給
付
を
行
う
こ
と
と
す

る
。

（
６
）
平
成
２３
年
１
月
分
か
ら
５
月

分
ま
で
の
掛
金
及
び
特
別
掛
金
の

取
扱
い

○
制
度
廃
止
の
方
針
決
定
後
の
平

成
２３
年
１
月
以
降
に
退
職
し
て
退

職
一
時
金
の
給
付
を
受
け
る
者
に

つ
い
て
は
、
同
月
分
か
ら
平
成
２３

年
５
月
分
ま
で
の
掛
金
及
び
特
別

掛
金
の
全
額
を
退
職
一
時
金
に
算

入
す
る
こ
と
と
す
る
。
（
遺
族
一

時
金
も
同
様
の
取
扱
い
）

（
７
）
そ
の
他

�
制
度
廃
止
に
伴
う
経
過
措
置
と

し
て
の
給
付
に
要
す
る
費
用
は
、

地
方
議
会
議
員
共
済
会
（
都
道
府

県
議
会
議
員
共
済
会
、
市
議
会
議

員
共
済
会
及
び
町
村
議
会
議
員
共

済
会
）
が
保
有
す
る
残
余
の
積
立

金
を
除
き
、
地
方
公
共
団
体
が
負

担
す
る
こ
と
と
す
る
。

※
各
地
方
公
共
団
体
は
、
毎
年
度
、

現
職
議
員
の
標
準
報
酬
総
額
に
応

じ
て
負
担
す
る
。

�
地
方
議
会
議
員
共
済
会
は
、
制

度
廃
止
に
伴
う
経
過
措
置
と
し
て

の
給
付
を
行
う
た
め
存
続
す
る
も

の
と
し
、
業
務
が
全
て
終
了
し
た

と
き
に
解
散
す
る
こ
と
と
す
る
。

�
地
方
議
会
議
員
共
済
会
は
、
年

金
給
付
に
関
す
る
処
分
に
関
し
、

支
給
を
受
け
る
者
の
所
得
に
つ
い

て
、
官
公
署
等
に
対
し
て
資
料
の

提
供
等
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る

こ
と
と
す
る
。

２
�
施
行
期
日

平
成
２３
年
６
月
１
日
施
行

※
退
職
年
金
に
係
る
給
付
の
引
下

げ
及
び
支
給
停
止
措
置
の
強
化
に

関
す
る
規
定
は
、
平
成
２３
年
９
月

１
日
施
行

平
成
２３
年
３
月

総
務
省
自
治
行
政
局
公
務
員
部

▼
議
長

▽
田
原

眞
木
正
五
（
２
・
３
）

▽
あ
ま

林

立
規
（
２
・
４
）

▽
西
東
京

小
林
た
つ
や
（
２
・
７
）

▽
戸
田

伊
東
秀
浩
（
２
・
７
）

▽
倉
敷

森

守
（
２
・
７
）

▽
か
す
み
が
う
ら

小
座
野
定
信
（
２
・
８
）

▽
茨
木

大
谷
敏
子
（
２
・
８
）

▽
富
岡

�
橋

章
（
２
・
１０
）

▽
津

橋
村
清
悟
（
２
・
１４
）

▽
阿
蘇

田
中
則
次
（
２
・
１４
）

▽
須
坂

豊
田
清
寧
（
２
・
１５
）

▽
御
殿
場

勝
又
嶋
夫
（
２
・
１５
）

▽
つ
が
る

山
本
清
秋
（
２
・
１６
）

▽
亀
岡

石
野
善
司
（
２
・
１７
）

▽
五
所
川
原

工
藤
武
則
（
２
・
１８
）

▽
大
野

本
田

章
（
２
・
２２
）

▽
中
央
（
山
梨
）

田
中
健
夫
（
２
・
２２
）

▽
瑞
浪

成
重
隆
志
（
２
・
２３
）

▽
三
豊

近
藤
賢
司
（
２
・
２３
）

▽
今
治

本
宮
健
次
（
２
・
２３
）

▽
鳥
栖

齊
�
正
治
（
２
・
２３
）

▽
豊
見
城

屋
良
国
弘
（
２
・
２３
）

▽
高
島

大
西
勝
巳
（
２
・
２４
）

▽
日
田

城
野
礼
子
（
２
・
２５
）

▽
各
務
原

浅
野
健
司
（
２
・
２８
）

▽
下
関

関
谷

博
（
２
・
２８
）

▽
白
山

藤
田
政
樹
（
３
・
２
）

▽
神
栖

野
口
一
洋
（
３
・
２
）

▽
前
橋

細
野
勝
昭
（
３
・
２
）

▽
橿
原

槇
尾
幸
雄
（
３
・
２
）

▽
豊
後
高
田

村
上
和
人
（
３
・
２
）

▼
副
議
長

▽
田
原

鈴
木
義
彦
（
２
・
３
）

▽
戸
田

鈴
木
麗
子
（
２
・
７
）

▽
倉
敷

原

勲
（
２
・
７
）

▽
西
東
京

倉
根
康
雄
（
２
・
８
）

▽
か
す
み
が
う
ら

中
根
光
男
（
２
・
８
）

▽
茨
木

羽
東

孝
（
２
・
８
）

▽
富
岡

佐
藤

剛
（
２
・
１０
）

▽
阿
蘇

古
木
孝
宏
（
２
・
１４
）

▽
須
坂

関
野
芳
秀
（
２
・
１５
）

▽
御
殿
場

勝
亦

功
（
２
・
１５
）

▽
津

小
菅
雅
司
（
２
・
１５
）

▽
唐
津

古
川

保
（
２
・
１５
）

▽
つ
が
る

白
戸
勝
茂
（
２
・
１６
）

▽
亀
岡

菱
田
光
�
（
２
・
１７
）

▽
五
所
川
原

磯
邊
勇
司
（
２
・
１８
）

▽
大
野

藤
堂
勝
義
（
２
・
２２
）

▽
中
央
（
山
梨
）

福
田
清
美
（
２
・
２２
）

▽
瑞
浪

熊
澤
清
和
（
２
・
２３
）

▽
三
豊

小
林
照
武
（
２
・
２３
）

▽
今
治

渡
辺
文
喜
（
２
・
２３
）

▽
豊
見
城

金
城
吉
夫
（
２
・
２３
）

▽
高
島

駒
井
芳
彦
（
２
・
２４
）

▽
日
田

鷹
野
守
男
（
２
・
２５
）

▽
各
務
原

関

浩
司
（
２
・
２８
）

▽
下
関

末
永

昇
（
２
・
２８
）

▽
鳥
栖

尼
寺
省
悟
（
２
・
２８
）

▽
行
田

田
口
英
樹
（
３
・
１
）

▽
白
山

寺
越
和
洋
（
３
・
２
）

▽
前
橋

岡
田
行
喜
（
３
・
２
）

▽
橿
原

水
本
ひ
で
こ
（
３
・
２
）

▽
江
田
島

山
根
啓
志
（
３
・
２
）

▽
豊
後
高
田

松
本
博
彰
（
３
・
２
）

▽
守
谷

松
丸
修
久
（
３
・
３
）

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
の
概
要

議議
会会
人人
事事
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本
会
は
３
月
２９
日
、
「
平
成
２３

年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
関

す
る
緊
急
要
請
」
�
全
文
を
下
掲

�
を
取
り
ま
と
め
、
被
災
者
救
援

の
強
化
▽
生
活
再
建
の
支
援
、
ラ

イ
フ
ラ
イ
ン
等
の
早
期
復
旧
、
原

子
力
災
害
対
策
な
ど
に
つ
い
て
迅

速
か
つ
万
全
の
対
策
を
講
じ
る
よ

う
、
政
府
な
ど
関
係
方
面
に
対
し

要
請
し
た
。

こ
の
要
請
は
、
大
地
震
に
よ
る

揺
れ
そ
の
も
の
と
合
わ
せ
、
大
地

震
に
由
来
す
る
大
津
波
に
よ
り
、

東
北
か
ら
関
東
に
か
け
た
太
平
洋

沿
岸
に
、
未
曾
有
の
大
災
害
を
引

き
起
こ
し
た
こ
と
か
ら
取
り
ま
と

め
た
も
の
。
地
震
災
害
の
影
響
に

よ
り
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
も

非
常
事
態
に
陥
っ
て
お
り
、
復
旧

作
業
が
今
も
進
め
ら
れ
て
い
る
。

要
請
先
は
次
の
と
お
り
。

【
内
閣
府
】
▽
菅
直
人
・
内
閣
総

理
大
臣
▽
枝
野
幸
男
・
内
閣
官
房

長

官
▽
松

本

龍
・
特

命

相
（
防

災
）
▽
東
祥
三
・
副
大
臣
▽
平
野

達
男
・
副
大
臣
▽
末
松
義
規
・
副

大
臣
▽
園
田
康
博
・
大
臣
政
務
官

▽
阿
久
津
幸
彦
・
大
臣
政
務
官
▽

和
田
隆
志
・
大
臣
政
務
官
▽
瀧
野

欣
彌
・
内
閣
官
房
副
長
官

【
国
土
交
通
省
】
▽
大
畠
章
宏
・

大
臣
▽
三
井
辨
雄
・
副
大
臣
▽
池

口
修
次
・
副
大
臣
▽
市
村
浩
一
郎

・
大
臣
政
務
官
▽
小
泉
俊
明
・
大

臣
政
務
官
▽
津
川
祥
吾
・
大
臣
政

務
官
▽
竹
歳
誠
・
事
務
次
官

【
総
務
省
】
▽
片
山
善
博
・
大
臣

▽
平
岡
秀
夫
・
副
大
臣
▽
鈴
木
克

昌
・
副
大
臣
▽
内
山
晃
・
大
臣
政

務
官
▽
逢
坂
誠
二
・
大
臣
政
務
官

▽
森
田
高
・
大
臣
政
務
官
▽
岡
本

保
・
事
務
次
官

【
厚
生
労
働
省
】
▽
細
川
律
夫
・

大
臣
▽
小
宮
山
洋
子
・
副
大
臣
▽

大
塚
耕
平
・
副
大
臣
▽
岡
本
充
功

・
大
臣
政
務
官
▽
小
林
正
夫
・
大

臣
政
務
官
▽
阿
曽
沼
慎
司
・
事
務

次
官

【
経
済
産
業
省
】
▽
海
江
田
万
里

・
大
臣
▽
池
田
元
久
・
副
大
臣
▽

松
下
忠
洋
・
副
大
臣
▽
中
山
善
活

・
大
臣
政
務
官
▽
田
嶋
要
・
大
臣

政
務
官
▽
松
永
和
夫
・
事
務
次
官

【
民
主
党
】
▽
岡
田
克
也
・
幹
事

長【
自
由
民
主
党
】
▽
谷
垣
禎
一
・

総
裁
▽
石
原
伸
晃
・
幹
事
長

【
公
明
党
】
▽
井
上
義
久
・
幹
事

長

災災
害害
救救
助助
法法
適適
用用
市市

災
害
救
助
法
適
用
市
は
次
の
と

お
り
。

【
岩
手
県
】
盛
岡
市
・
宮
古
市
・

大
船
渡
市
・
花
巻
市
・
北
上
市
・

久
慈
市
・
遠
野
市
・
一
関
市
・
陸

前
高
田
市
・
釜
石
市
・
二
戸
市
・

八
幡
平
市
・
奥
州
市

【
宮
城
県
】
仙
台
市
・
石
巻
市
・

塩
竈
市
・
気
仙
沼
市
・
白
石
市
・

名
取
市
・
角
田
市
・
多
賀
城
市
・

岩
沼
市
・
登
米
市
・
栗
原
市
・
東

松
島
市
・
大
崎
市

【
東
京
都
】
八
王
子
市
・
立
川
市

・
武
蔵
野
市
・
三
鷹
市
・
青
梅
市

・
府
中
市
・
昭
島
市
・
調
布
市
・

町
田
市
・
小
金
井
市
・
小
平
市
・

日
野
市
・
東
村
山
市
・
国
分
寺
市

・
国
立
市
・
福
生
市
・
東
大
和
市

・
清
瀬
市
・
多
摩
市
・
稲
城
市
・

羽
村
市
・
あ
き
る
野
市
・
西
東
京

市
・
千
代
田
区
・
中
央
区
・
港
区

・
新
宿
区
・
文
京
区
・
台
東
区
・

墨
田
区
・
江
東
区
・
品
川
区
・
目

黒
区
・
大
田
区
・
世
田
谷
区
・
渋

谷
区
・
中
野
区
・
杉
並
区
・
豊
島

区
・
北
区
・
荒
川
区
・
板
橋
区
・

練
馬
区
・
足
立
区
・
�
飾
区
・
江

戸
川
区

【
福
島
県
】
福
島
市
・
会
津
若
松

市
・
郡
山
市
・
い
わ
き
市
・
白
河

市
・
須
賀
川
市
・
喜
多
方
市
・
相

馬
市
・
二
本
松
市
・
田
村
市
・
南

相
馬
市
・
伊
達
市
・
本
宮
市

【
青
森
県
】
八
戸
市

【
茨
城
県
】
水
戸
市
・
日
立
市
・

土
浦
市
・
石
岡
市
・
龍
ケ
崎
市
・

下
妻
市
・
常
総
市
・
常
陸
太
田
市

・
高
萩
市
・
北
茨
城
市
・
笠
間
市

・
取
手
市
・
牛
久
市
・
つ
く
ば
市

・
ひ
た
ち
な
か
市
・
鹿
嶋
市
・
潮

来
市
・
常
陸
大
宮
市
・
那
珂
市
・

筑
西
市
・
稲
敷
市
・
か
す
み
が
う

ら
市
・
神
栖
市
・
行
方
市
・
桜
川

市
・
鉾
田
市
・
つ
く
ば
み
ら
い
市

・
小
美
玉
市

【
栃
木
県
】
宇
都
宮
市
・
小
山
市

・
真
岡
市
・
大
田
原
市
・
矢
板
市

・
那
須
塩
原
・
さ
く
ら
市
・
那
須

烏
山
市

【
千
葉
県
】
千
葉
市
美
浜
区
・
旭

市
・
習
志
野
市
・
我
孫
子
市
・
浦

安
市
・
香
取
市
・
山
武
市

平成２３年東北地方太平洋沖地震に関する緊急要請
平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれによる大津波により、東北

から関東にかけての太平洋沿岸の市町村に甚大な被害が発生し、被災地では懸命の救援活動
と行方不明者捜索が続けられている。
家屋の倒壊・焼失、道路・鉄道・港湾設備の損壊など被災状況は想像を絶するものであ

り、電気、水道、ガスなどのライフラインは寸断され、燃料や生活物資の不足も加わり、氷
点下に達する厳しい寒さの中、市民の不安は頂点に達している。
これらに加え、福島第一原子力発電所において重大な事故が発生し、原発周辺住民の避難

という非常事態のみならず、近隣各県に及ぶ農作物・原乳の出荷停止、更には水道水の飲用
にまで制限がなされることとなり、原発立地地域をはじめ広範囲な市民生活に大きな不安を
与えている。
今回の大地震・大津波による災害並びに原子力発電所事故については、各地方自治体で対

応できる災害対策レベルをはるかに超えているものであり、国の強力な支援のもと一層の被
災者救援及び復興対策を進めるため、次の措置を講ずるよう強く要請する。

１ 被災者救援の強化
被災者救援のため、食料品、飲料水等の生活必需品を速やかに避難所へ届けるととも

に、被災者の避難や生活のみならず、一般市民の生活にも甚大な支障をきたしているガ
ソリン、重油、軽油、灯油等については、直ちに必要量を確保し、被災地全域に届ける
こと。
また、医師、看護師、医薬品等を確保し、医療提供体制を整え、特に高齢者、人工透

析患者等の傷病者、障がい者、子ども、妊産婦といった災害弱者の支援に万全を期すこ
と。

２ 生活再建の支援
被災者に対しては、早急に仮設住宅の建設をはじめとする住宅確保を行うとともに生

活再建のための資金手当て等の支援を強化すること。

３ ライフライン等の早期復旧
電気、ガス、上下水道、電話等通信手段などのライフラインや、鉄道・バス等の公共

交通機関の一刻も早い復旧に向けた最大限の支援を行うこと。
また、大きな被害を受けた道路、橋梁、港湾、空港等の公共建築物、医療関連施設及

び文教施設等の早期復旧を図るため、最大限の支援を行うこと。
さらに、農林水産業をはじめとする地域経済の復興についても最大限の支援を行うこ

と。

４ 原子力災害対策
原子力災害への対応にすべての責任を有する国は、事態の早期収束に全力で取り組む

こと。
また、原子力発電所の立地地域住民の健康管理対策や避難先における生活確保等、そ

の支援に万全を期すとともに、事故の概要や原因、近隣住民に与える影響等、情報公開
を十分に行い、国民の不安解消に最善を尽くすこと。
さらに、放射性物質が検出された農産物等について、出荷停止の指示がされている農

家への補償等経済的支援に万全を期すほか、出荷停止地域については、都道府県単位に
よる一律的な指定ではなく、科学的に裏付けされた実証データに基づき、的確かつ限定
的に地域を指定するとともに、農産物等に対する風評被害を防止するための万全の措置
を講じること。

平成２３年３月２９日
全国市議会議長会

大
震
災
で
本
会
が
緊
急
要
請

福
島
第
一
原
発

現
在
も
進
行
中
の
原
発
災
害

第１７９０・９１・９２号 平成２３年４月５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



議議
会会
所所
在在
地地
変変
更更

３
月
１１
日
に
発
生
し
た
東
北
地

方
太
平
洋
沖
地
震
で
甚
大
な
被
害

を
受
け
た
岩
手
県
、
宮
城
県
、
福

島
県
の
市
町
村
を
対
象
に
、
４
月

の
統
一
地
方
選
挙
で
実
施
す
る
予

定
で
あ
っ
た
首
長
選
や
議
員
選
を

延
期
す
る
こ
と
が
で
き
る
「
平
成

２３
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に

伴
う
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議

員
及
び
長
の
選
挙
期
日
等
の
臨
時

特
例
に
関
す
る
法
律
」
が
１７
日
の

衆
議
院
本
会
議
で
可
決
、
１８
日
の

参
議
院
本
会
議
で
も
賛
成
多
数
に

よ
り
可
決
、
成
立
し
た
。
施
行
日

は
３
月
２２
日
�
特
例
法
の
概
要
は

左
掲
。

特
例
法
の
施
行
を
受
け
総
務
大

臣
は
第
１
次
指
定
を
実
施
し
、
２２

日
付
け
で
該
当
市
町
村
を
公
表
し

た
。
第
１
次
指
定
に
よ
り
、
当
該

市
町
村
の
議
員
ま
た
は
首
長
の
選

挙
、
当
該
市
町
村
が
所
在
す
る
県

の
議
員
ま
た
は
首
長
、
そ
れ
ぞ
れ

の
選
挙
期
日
が
延
期
さ
れ
た
。
ま

た
、
第
２
次
指
定
に
該
当
し
た
市

町
村
を
２４
日
付
け
で
、
第
３
次
指

定
は
２９
日
付
け
で
公
表
し
た
。
第

２
次
及
び
第
３
次
指
定
を
受
け
た

市
町
村
で
は
、
当
該
市
町
村
の
議

員
ま
た
は
首
長
の
選
挙
が
延
期
さ

れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
特
例
法
の

指
定
を
受
け
た
市
町
村
の
う
ち
、

該
当
市
は
次
の
と
お
り
。

【
第
１
次
指
定
】
▽
陸
前
高
田
市

（
岩
手
県
）
▽
仙
台
市
（
宮
城
県
）

▽
塩

竃

市
（
同
）
▽
多

賀

城

市

（
同
）
▽
相
馬
市
（
福
島
県
）

【
第
２
次
指
定
】
▽
盛
岡
市
（
岩

手
県
）
▽
久
慈
市
（
同
）
▽
二
戸

市
（
同
）
▽
白
石
市
（
宮
城
県
）

▽
福
島
市
（
福
島
県
）
▽
会
津
若

松
市
（
同
）
▽
郡
山
市
（
同
）
▽

白
河
市
（
同
）
▽
須
賀
川
市
（
同
）

【
第
３
次
指
定
】
▽
水
戸
市
（
茨

城
県
）

平成２３年３月
総務省選挙部

平成２３年東北地方太平洋沖地震に伴う地方公共団体の議会の
議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関する法律の概要

１ 趣旨
平成２３年東北地方太平洋沖地震により著しい被害を受けた

地域の地方公共団体において、昨年１１月に成立した「地方公
共団体の議会の議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関する法
律」の規定により平成２３年４月に予定されている統一地方選
挙の期日を延期する等の措置を講ずる。

２ 選挙の期日の特例
（１）平成２３年東北地方太平洋沖地震の影響により、統一地方
選挙の期日においては選挙を適正に行うことが困難として総務
大臣が指定する市町村（指定市町村）及び当該市町村の区域を
包括する県（指定県）の議会の議員又は長の選挙の期日は、こ
の法律の施行の日から起算して２月を超え６月を超えない範囲
内において政令で定める日（特例選挙期日）とする。

（２）（１）の指定に当たっては、総務大臣はあらかじめ当該県
の選挙管理委員会の意見を聴かなければならない。当該県の選
挙管理委員会が総務大臣に意見を述べる場合には、あらかじめ
当該市町村の選挙管理委員会の意見を聴くものとする。

３ 任期の特例
この法律の施行の日から平成２３年６月１０日までの間に任期

が満了する指定市町村又は指定県の議会の議員又は長の任期
は、特例選挙期日の前日までの期間とする。

４ その他
該当する選挙についての寄附等の禁止期間の特例等を設け

る。

５ 施行期日
公布の日から施行する。

政
府
は
３
月
１１
日
、
「
地
域
の

自
主
性
及
び
自
律
性
を
高
め
る
た

め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の

関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律

案
（
仮
称
）
」
い
わ
ゆ
る
地
域
主

権
一
括
法
案
を
閣
議
決
定
し
た
。

同
法
案
は
、
▽
基
礎
自
治
体
へ

の
権
限
移
譲
（
都
道
府
県
の
権
限

の
市
町
村
へ
の
移
譲
）
▽
義
務
付

け
・
枠
付
け
の
見
直
し
と
条
例
制

定
権
の
拡
大
―
―
な
ど
で
構
成
さ

れ
て
お
り
、
今
通
常
国
会
へ
提
出

さ
れ
る
予
定
と
な
っ
て
い
る
。

「
基
礎
自
治
体
へ
の
権
限
移

譲
」
で
は
、
未
熟
児
の
訪
問
指
導

に
つ
い
て
「
保
健
所
設
置
市
」
か

ら
「
市
町
村
」
へ
移
譲
。
区
域
区

分
、
都
市
再
開
発
方
針
等
に
係
る

都
市
計
画
決
定
に
つ
い
て
は
「
都

道
府
県
」
か
ら
「
指
定
都
市
」
へ
、

家
庭
用
品
販
売
業
者
へ
の
立
入
検

査
に
つ
い
て
は
「
都
道
府
県
」
か

ら
「
市
」
へ
移
譲
さ
れ
る
。

「
義
務
付
け
・
枠
付
け
の
見
直

し
と
条
例
制
定
権
の
拡
大
」
で
は

施
設
・
公
物
設
置
管
理
の
基
準
に

つ
い
て
「
公
立
高
等
学
校
の
収
容

定
員
の
基
準
の
廃
止
」
な
ど
、
協

議
、
同
意
、
許
可
・
認
可
、
承
認

に
つ
い
て
「
地
方
債
の
発
行
に
係

る
総
務
大
臣
・
知
事
協
議
の
一
部

見
直
し
」
な
ど
が
実
施
さ
れ
る
。

同
法
案
は
平
成
２２
年
６
月
２２
日

の
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
地
域
主
権

戦
略
大
綱
」
を
踏
ま
え
、
関
係
法

の
整
備
を
実
施
す
る
も
の
。
「
基

礎
自
治
体
へ
の
権
限
移
譲
」
で
４７

法
律
、
「
義
務
付
け
・
枠
付
け
の

見
直
し
と
条
例
制
定
権
の
拡
大
」

で
１
６
０
法
律
、
た
だ
し
重
複
が

１９
法
律
あ
る
た
め
、
合
計
１
８
８

法
律
を
対
象
に
整
備
す
る
。

施
行
期
日
は
、
直
ち
に
実
施
で

き
る
も
の
を
「
交
付
の
日
」
、
政

省
令
等
の
整
備
が
必
要
な
も
の
を

「
交
付
の
日
か
ら
起
算
し
て
３
月

を
経
過
し
た
日
」
、
地
方
自
治
体

の
条
例
や
体
制
整
備
が
必
要
な
も

の
を
「
２４
年
４
月
１
日
（
一
部
は

２５
年
４
月
１
日
）
」
と
し
た
。

４／１

高高
崎崎
市市
がが
中中
核核
市市
へへ

４
月
１
日
、
群
馬
県
高
崎
市
が

特
例
市
か
ら
中
核
市
に
移
行
し

た
。
こ
れ
に
よ
り
、
全
国
の
中
核

市
は
４１
市
と
な
っ
た
。

４／１

西西
尾尾
市市
がが
編編
入入
合合
併併

４
月
１
日
、
愛
知
県
の
西
尾
市

が
一
色
町
・
吉
良
町
・
幡
豆
町
の

３
町
を
編
入
合
併
し
た
。
こ
れ
に

よ
り
同
市
は
、
人
口
１６
万
３
７
９

０
人
、
面
積
１
６
０
平
方
�
、
議

員
定
数
３４
人
（
定
数
特
例
）
と
な

っ
た
。

▽
石
岡
市
（
茨
城
県
）

〒
３
１
５
―
０
１
９
５

石
岡
市
柿
岡
５
６
８
０
番
地
１

TEL
０
２
９
９
（
４
３
）
１
１
１
１

FAX
０
２
９
９
（
４
３
）
１
１
４
２

３３
号号
合合
併併
のの
おお
知知
らら
せせ

本
紙
４
月
５
日
付
第
１
７
９
２

号
は
、
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震

の
影
響
に
よ
り
３
月
１５
日
付
１
７

９
０
号
と
３
月
２５
日
付
１
７
９
１

号
と
を
併
せ
、
３
号
の
合
併
号
と

し
て
発
行
い
た
し
ま
し
た
。

大
震
災
被
害
で
実
施
困
難

統
一
選
延
期
で
特
例
法

閣
議
決
定

地
域
主
権
一
括
法
案

基
礎
自
治
体
へ
権
限
移
譲

（５） 平成２３年４月５日 第１７９０・９１・９２号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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産産
業業
経経
済済
委委
員員
会会

１
�
農
業
振
興
対
策

平
成
２３
年
度
か
ら
本
格
導
入
さ

れ
る
「
戸
別
所
得
補
償
制
度
」
に

つ
い
て
、
地
域
の
農
林
水
産
業
の

実
情
を
十
分
に
考
慮
し
た
持
続
可

能
性
の
あ
る
制
度
設
計
を
行
う
と

と
も
に
、
所
要
財
源
の
確
保
を
求

め
て
き
た
。

そ
の
結
果
、
同
制
度
の
本
格
実

施
に
充
て
る
予
算
案
は
対
前
年
度

比
２０
％
増
の
８
０
０
３
億
円
が
確

保
さ
れ
た
。
ま
た
、
作
付
面
積
を

拡
大
し
た
農
家
へ
の
交
付
金
を
上

積
み
す
る
加
算
措
置
（
規
模
拡
大

加
算
）
の
対
象
が
米
の
ほ
か
、
畑

作
物
（
麦
、
大
豆
、
て
ん
菜
、
で

ん
粉
原
料
用
ば
れ
い
し
ょ
、
そ

ば
、
な
た
ね
）
に
も
拡
大
さ
れ
た
。

対
象
者
は
、
生
産
数
目
標
に
従
っ

て
販
売
目
的
で
生
産
す
る
販
売
農

家
と
集
落
営
農
と
な
っ
て
い
る
。

戸
別
所
得
補
償
制
度
の
導
入

は
、
我
が
国
の
農
業
・
農
村
に
お

い
て
、
農
業
者
の
減
少
・
高
齢
化
、

農
業
所
得
の
激
減
、
農
村
の
疲
弊

な
ど
危
機
的
な
状
況
に
あ
る
こ
と

か
ら
、
農
業
と
地
域
を
再
生
さ
せ

る
と
と
も
に
、
販
売
価
格
が
生
産

費
を
恒
常
的
に
下
回
っ
て
い
る
作

物
を
対
象
に
、
そ
の
差
額
を
交
付

す
る
こ
と
に
よ
り
、
農
業
経
営
の

安
定
と
国
内
生
産
力
の
確
保
を
図

る
こ
と
で
、
食
料
自
給
率
の
向
上

と
農
業
の
多
面
的
機
能
を
維
持
す

る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。

２２
年
度
は
、
同
制
度
に
お
け
る

事
業
の
効
果
や
円
滑
な
事
業
運
営

を
検
証
す
る
た
め
、
「
水
田
利
活

用
自
給
力
向
上
事
業
」
及
び
「
米

戸
別
所
得
補
償
モ
デ
ル
事
業
」
が

実
施
さ
れ
て
い
る
。

２
�
林
業
振
興
対
策

森
林
整
備
事
業
に
つ
い
て
は
、

こ
れ
ま
で
個
々
の
間
伐
（
伐
り
捨

て
間
伐
が
中
心
）
の
実
施
に
対
し

て
網
羅
的
に
支
援
し
て
き
た
こ
と

か
ら
、
施
業
の
集
約
化
や
路
網
整

備
が
遅
れ
、
森
林
施
業
の
低
コ
ス

ト
化
が
進
み
に
く
い
状
態
と
な
っ

て
い
る
。

こ
の
状
況
を
踏
ま
え
、
２３
年
度

に
お
い
て
は
、
集
約
化
し
て
計
画

的
な
森
林
整
備
を
行
う
者
を
対
象

に
、
搬
出
間
伐
等
の
森
林
施
業
と

森
林
作
業
道
の
開
設
を
支
援
す
る

「
森
林
管
理
・
環
境
保
全
直
接
支

払
制
度
」
が
創
設
さ
れ
る
。
ま
た
、

丈
夫
で
簡
易
な
林
道
専
用
道
、
森

林
作
業
道
の
規
格
等
が
新
設
さ

れ
、
こ
れ
ら
に
対
し
予
算
を
重
点

化
す
る
こ
と
に
よ
り
路
網
整
備
が

推
進
さ
れ
る
。

治
山
事
業
に
つ
い
て
は
、
甚
大

な
災
害
発
生
箇
所
に
お
け
る
復
旧

対
策
や
事
業
の
大
括
り
化
を
通
じ

た
事
業
間
の
使
途
の
融
通
性
向
上

等
に
よ
り
、
重
点
的
か
つ
機
動
的

な
治
山
対
策
が
推
進
さ
れ
る
と
と

も
に
、
流
域
保
全
の
観
点
か
ら
、

国
土
保
全
上
重
要
な
水
源
地
域
等

に
お
い
て
、
自
然
災
害
等
に
よ
り

機
能
が
低
下
し
た
保
安
林
の
整
備

が
重
点
的
に
推
進
さ
れ
る
。

３
�
水
産
業
振
興
対
策

低
位
水
準
に
と
ど
ま
っ
て
い
る

水
産
資
源
の
回
復
・
管
理
の
推
進

が
重
要
課
題
と
な
っ
て
い
る
中
、

資
源
調
査
・
評
価
や
漁
獲
可
能
量

の
適
切
な
管
理
等
の
実
施
に
よ
り

科
学
的
知
見
や
漁
業
実
態
に
則
し

た
適
切
な
資
源
管
理
を
行
う
こ
と

が
必
要
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
た
め
、
２３
年
度
で
は
、
我

が
国
周
辺
水
域
資
源
評
価
推
進
事

業
及
び
国
際
資
源
評
価
等
推
進
事

業
と
し
て
、
ス
ル
メ
イ
カ
、
マ
サ

バ
、
カ
ツ
オ
、
マ
グ
ロ
類
等
の
主

要
な
水
産
資
源
に
つ
い
て
、
科
学

的
知
見
に
基
づ
く
適
切
な
資
源
管

理
に
必
要
な
資
源
調
査
・
評
価
等

が
実
施
さ
れ
る
。

ま
た
、
計
画
的
に
資
源
管
理
に

取
り
組
む
漁
業
者
に
対
し
、
漁
業

共
済
・
積
立
ぷ
ら
す
の
仕
組
み
を

活
用
し
た
資
源
管
理
・
収
入
安
定

対
策
を
構
築
し
、
コ
ス
ト
対
策
で

あ
る
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
事
業
と

組
み
合
わ
せ
て
、
総
合
的
な
漁
業

所
得
補
償
が
行
わ
れ
る
。

４
�
農
林
水
産
業
共
通
対
策

野
生
生
物
に
よ
る
農
林
水
産
被

害
に
つ
い
て
は
、
全
国
各
地
で
野

生
鳥
獣
の
生
息
分
布
域
が
拡
大

し
、
農
作
物
被
害
金
額
が
約
２
０

０
億
円
で
高
止
ま
り
す
る
な
ど
、

被
害
が
深
刻
化
・
広
域
化
す
る

中
、
戸
別
所
得
補
償
制
度
の
導
入

を
円
滑
に
行
う
た
め
に
は
、
不
作

付
け
や
生
産
意
欲
の
低
下
の
一
因

と
な
っ
て
い
る
鳥
獣
被
害
の
対
策

が
必
要
不
可
欠
と
な
っ
て
い
る
。

よ
っ
て
、
安
心
し
て
農
業
に
取
り

組
む
こ
と
が
で
き
る
環
境
を
整
備

す
る
た
め
、
鳥
獣
被
害
防
止
対
策

が
緊
急
的
に
強
化
さ
れ
る
。

５
�
食
の
安
全
及
び
消
費
者
の
信

頼
確
保
対
策

食
の
安
全
性
確
保
へ
の
取
組
に

つ
い
て
農
林
水
産
省
は
、
２２
年
４

月
に
「
農
業
生
産
工
程
管
理
（
Ｇ

Ａ
Ｐ
）
の
共
通
基
盤
に
関
す
る
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
」
を
策
定
し
た
。
こ

の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は
、
農
薬
や

肥
料
の
使
用
、
土
壌
の
管
理
、
危

険
な
作
業
の
把
握
な
ど
、
食
品
安

全
、
環
境
保
全
及
び
労
働
安
全
に

関
す
る
工
程
管
理
の
内
容
と
、
工

程
管
理
の
手
法
と
し
て
、
計
画
、

実
践
、
点
検
・
評
価
、
見
直
し
・

改
善
の
実
践
に
お
い
て
、
特
に
奨

励
す
べ
き
事
項
が
提
示
さ
れ
た
。

ま
た
、
危
害
分
析
・
重
要
管
理
点

（
Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
）
に
つ
い
て
は
、

こ
の
手
法
を
導
入
す
る
こ
と
に
よ

り
、
食
品
の
安
全
性
の
確
保
と
品

質
管
理
の
高
度
化
を
推
進
す
る
た

め
、
必
要
と
な
る
施
設
整
備
に
対

す
る
長
期
低
利
融
資
等
の
措
置
が

講
じ
ら
れ
る
。

６
�
中
小
企
業
振
興
対
策

金
融
機
関
に
よ
る
中
小
企
業
に

対
す
る
融
資
の
円
滑
化
を
図
る
た

め
、
債
務
保
証
を
行
う
信
用
保
証

協
会
の
経
営
基
盤
を
強
化
し
、
資

金
供
給
業
務
を
円
滑
に
行
う
環
境

等
の
整
備
に
８１
億
円
（
資
金
供
給

円
滑
化
信
用
保
証
協
会
等
補
助
金

４２
億
円
、
経
営
安
定
関
連
保
証
等

対
策
費
補
助
金
３９
億
円
）
が
措
置

さ
れ
る
。

７
�
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

農
林
漁
業
に
由
来
す
る
バ
イ
オ

マ
ス
の
バ
イ
オ
燃
料
と
し
て
の
利

用
を
促
進
す
る
た
め
、
２０
年
１０
月

に
施
行
さ
れ
た
「
農
林
漁
業
有
機

物
資
源
の
バ
イ
オ
燃
料
の
原
材
料

と
し
て
の
利
用
の
促
進
に
関
す
る

法
律
」
に
基
づ
き
、
国
の
基
本
方

針
に
即
し
た
生
産
製
造
連
携
事
業

計
画
又
は
研
究
開
発
事
業
計
画
を

作
成
し
認
定
を
受
け
た
者
に
対
し

て
、
総
合
的
な
支
援
措
置
が
講
じ

ら
れ
て
い
る
。

２３
年
度
に
お
い
て
は
、
バ
イ
オ

燃
料
導
入
加
速
化
支
援
対
策
費
補

助
金
と
し
て
新
た
に
９
億
円
が
措

置
さ
れ
、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
構
造

高
度
化
法
」
に
基
づ
く
判
断
基
準

に
お
い
て
示
さ
れ
た
バ
イ
オ
燃
料

の
導
入
目
標
達
成
の
た
め
、
石
油

精
製
業
者
に
対
し
、
バ
イ
オ
燃
料

の
製
造
設
備
、
貯
蔵
設
備
、
混
合

設
備
等
の
整
備
が
支
援
さ
れ
る
。

（
担
当
・
産
業
経
済
委
員
会
）

２２年度

本本

会会

委委
員員
会会

活活
動動
結結
果果
のの
概概
要要
〈２〉

前
回
に
引
き
続
き
、
本
会
の
産
業
経
済
委
員
会
、
地
方
財
政
委
員

会
、
建
設
運
輸
委
員
会
の
各
委
員
会
の
平
成
２２
年
度
要
望
結
果
に
つ

い
て
の
概
要
を
掲
載
す
る
。

第１７９０・９１・９２号 平成２３年４月５日 （６）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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１
�
地
方
財
政
関
係

�
平
成
２２
年
度
補
正
予
算
に
係
る

地
方
財
政
措
置

国
税
収
入
の
増
額
補
正
等
に
伴

い
地
方
交
付
税
を
１
兆
３
１
２
６

億
円
増
額
し
、
そ
の
う
ち
の
３
０

０
０
億
円
を
２２
年
度
に
交
付
、
１

兆
１
２
６
億
円
に
つ
い
て
は
２３
年

度
地
方
交
付
税
総
額
に
加
算
す
る

こ
と
と
し
た
。
ま
た
、
地
域
活
性

化
交
付
金
３
５
０
０
億
円
を
２２
年

度
歳
出
に
計
上
し
た
。

�
地
方
財
政
へ
の
対
応

２３
年
度
地
方
財
政
へ
の
対
応
（
地

方
財
政
対
策
）
は
、
片
山
総
務
大

臣
と
野
田
財
務
大
臣
の
合
意
に
よ

り
２２
年
１２
月
２２
日
に
決
着
し
た
。

２３
年
度
は
、
企
業
収
益
の
回
復

等
に
よ
り
地
方
税
収
入
や
地
方
交

付
税
の
原
資
と
な
る
国
税
収
入
が

一
定
程
度
回
復
す
る
こ
と
が
見
込

ま
れ
た
。
そ
の
一
方
で
、
社
会
保

障
関
係
費
の
大
幅
な
自
然
増
や
公

債
費
が
依
然
高
水
準
で
あ
る
こ
と

な
ど
か
ら
、
１４
兆
２
４
５
２
億
円

の
財
源
不
足
が
生
じ
る
見
通
し
と

な
っ
た
。

こ
の
財
源
不
足
に
対
し
て
は
、

一
般
会
計
か
ら
の
加
算
の
ほ
か
、

地
方
の
財
源
不
足
の
状
況
等
を
踏

ま
え
た
別
枠
加
算
（
１
兆
５
０
０

億
円
）
や
、
「
地
域
活
性
化
・
雇

用
等
対
策
費
」
の
上
乗
せ
分
に
対

応
し
た
別
枠
加
算
（
２
１
５
０
億

円
）
等
が
講
じ
ら
れ
る
こ
と
と
な

っ
た
。
そ
の
上
で
生
じ
た
折
半
対

象
財
源
不
足
（
７
兆
６
３
０
８
億

円
）
に
つ
い
て
は
、
国
と
地
方
の

「
折
半
ル
ー
ル
」
の
適
用
に
よ
り

財
源
不
足
の
補
て
ん
が
行
わ
れ
た
。

こ
の
結
果
、
地
方
公
共
団
体
に

交
付
さ
れ
る
地
方
交
付
税
の
総
額

は
１７
兆
３
７
３
４
億
円
（
前
年
度

比
４
７
９
９
億
円
、
２
・
８
％
増
）

と
４
年
連
続
で
増
額
確
保
さ
れ
た
。

ま
た
、
「
財
政
運
営
戦
略
」（
２２

年
６
月
２２
日
閣
議
決
定
）
に
お
い

て
、
実
質
的
に
２２
年
度
の
水
準
を

下
回
ら
な
い
よ
う
確
保
す
る
と
さ

れ
て
い
た
一
般
財
源
総
額
に
つ
い

て
は
、
５９
兆
４
９
９
０
億
円
（
同

８
８
７
億
円
、
０
・
１
％
増
）
が

確
保
さ
れ
た
。

２３
年
度
の
地
方
財
政
の
歳
入
歳

出
規
模
（
地
方
財
政
計
画
ベ
ー

ス
）
は
８２
兆
５
０
５
４
億
円
（
同

３
７
８
６
億
円
、
０
・
５
％
増
）
、

こ
の
う
ち
公
債
費
等
を
除
く
地
方

一
般
歳
出
は
６６
兆
８
３
１
３
億
円

（
同
５
０
２
４
億
円
、
０
・
８
％

増
）
と
な
っ
た
。

�
地
方
財
政
の
健
全
化

地
方
財
政
の
健
全
化
を
図
る
観

点
か
ら
、
一
般
財
源
総
額
を
確
保

し
た
上
で
、
臨
時
財
政
対
策
債
は

大
幅
に
縮
減
さ
れ
、
６
兆
１
５
９

３
億
円
（
同
１
兆
５
４
７
６
億
円
、

２０
・
１
％
減
）
と
な
っ
た
。

ま
た
、
交
付
税
特
別
会
計
借
入

金
に
つ
い
て
は
、
２３
年
度
か
ら
２５

年
度
ま
で
の
間
、
各
年
度
１
０
０

０
億
円
を
償
還
す
る
な
ど
、
計
画

的
か
つ
着
実
な
償
還
を
行
う
こ
と

と
さ
れ
た
。

地地
方方
財財
政政
委委
員員
会会

２
�
地
方
税
制
関
係

�
地
方
税
の
充
実

２３
年
度
税
制
改
正
大
綱
（
２２
年

１２
月
１６
日
閣
議
決
定
）
で
は
、
地

域
主
権
改
革
を
進
め
て
い
く
観
点

か
ら
地
方
税
の
充
実
が
重
要
で
あ

る
こ
と
、
社
会
保
障
な
ど
地
方
行

政
を
安
定
的
に
運
営
す
る
た
め
の

地
方
消
費
税
の
充
実
な
ど
、
税
源

の
偏
在
性
が
少
な
く
、
税
収
が
安

定
的
な
地
方
税
体
系
を
構
築
す
る

な
ど
地
方
税
制
度
改
革
へ
の
取
組

が
示
さ
れ
た
。

�
法
人
住
民
税
・
事
業
税

国
税
と
地
方
税
を
合
わ
せ
た
法

人
実
効
税
率
が
５
％
引
き
下
げ
ら

れ
る
が
、
全
体
と
し
て
地
方
の
税

収
に
極
力
影
響
を
与
え
な
い
よ

う
、
法
人
実
効
税
率
の
引
下
げ
と

課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大
に
伴
う
都
道

府
県
と
市
町
村
の
増
減
収
を
調
整

す
る
た
め
、
２４
年
度
か
ら
道
府
県

た
ば
こ
税
の
一
部
を
市
町
村
た
ば

こ
税
に
移
譲
す
る
こ
と
と
さ
れ

た
。

３
�
地
方
債
関
係

２３
年
度
地
方
債
計
画
は
、
極
め

て
厳
し
い
地
方
財
政
の
状
況
の
下

で
、
地
域
に
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
を

確
実
に
提
供
で
き
る
よ
う
地
方
財

源
の
不
足
に
対
処
す
る
た
め
の
措

置
を
講
じ
る
と
と
も
に
、
地
方
公

共
団
体
が
必
要
性
の
高
い
分
野
へ

の
重
点
的
な
投
資
を
行
え
る
よ

う
、
公
的
資
金
の
重
点
化
と
市
場

に
お
け
る
地
方
債
資
金
の
調
達
を

引
き
続
き
推
進
し
つ
つ
、
所
要
の

地
方
債
資
金
の
確
保
を
図
る
こ
と

と
し
て
策
定
さ
れ
た
。
総
額
は
、

１３
兆
７
３
４
０
億
円
（
前
年
度
比

２
兆
１
６
３
６
億
円
、
１３
・
６
％

減
）
と
な
っ
て
い
る
。

４
�
国
庫
補
助
負
担
金
関
係

「
地
域
主
権
戦
略
大
綱
（
２２
年

６
月
２２
日
閣
議
決
定
）
」
に
お
い

て
「
ひ
も
付
き
補
助
金
」
を
段
階

的
に
廃
止
し
、
地
域
の
自
由
裁
量

を
拡
大
す
る
た
め
の
「
地
域
自
主

戦
略
交
付
金
」
を
創
設
す
る
こ
と

が
示
さ
れ
た
。
２３
年
度
は
、
第
一

段
階
と
し
て
都
道
府
県
分
を
対
象

に
、
投
資
補
助
金
の
一
部
（
５
１

２
０
億
円
）
が
一
括
交
付
金
化
さ

れ
る
。
当
面
は
継
続
事
業
に
配
慮

し
つ
つ
、
客
観
的
指
標
に
基
づ
く

恣
意
性
の
な
い
配
分
が
導
入
さ
れ

る
。
な
お
、
市
町
村
分
は
２４
年
度

か
ら
実
施
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い

る
。（

担
当
・
地
方
財
政
委
員
会
）

�
臨
時
財
政
対
策
債
の
配
分
方
式

の
見
直
し

財
政
力
の
弱
い
地
方
公
共
団
体

に
配
慮
し
、
財
源
調
整
機
能
を
強

化
す
る
観
点
か
ら
、
今
後
３
年
間

で
段
階
的
に
、
不
交
付
団
体
を
含

む
全
団
体
に
配
分
す
る
方
式
を
廃

止
し
、
２２
年
度
に
一
部
導
入
さ
れ

た
、
不
交
付
団
体
に
配
分
し
な
い

方
式
に
移
行
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

�
子
ど
も
手
当

２３
年
度
単
年
度
の
措
置
と
し

て
、
子
ど
も
手
当
の
一
部
と
し

て
、
児
童
手
当
法
に
基
づ
く
児
童

手
当
を
支
給
す
る
仕
組
み
を
存
続

し
、
児
童
手
当
分
に
つ
い
て
は
、

引
き
続
き
国
、
地
方
、
事
業
主
が

費
用
を
負
担
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

２４
年
度
以
降
の
子
ど
も
手
当
の

制
度
設
計
に
当
た
っ
て
は
、
関
係

府
省
と
地
方
公
共
団
体
の
代
表
者

に
よ
る
会
議
の
場
に
お
い
て
、
子

ど
も
手
当
及
び
そ
れ
に
関
連
す
る

現
物
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
国
と
地
方

の
役
割
分
担
及
び
経
費
負
担
の
あ

り
方
を
含
め
、
幅
広
く
検
討
す
る

こ
と
と
さ
れ
た
。

�
特
別
交
付
税
制
度
の
見
直
し

地
方
交
付
税
の
算
定
方
法
の
簡

素
化
・
透
明
化
の
取
組
の
一
環
と

し
て
、
地
方
交
付
税
総
額
に
お
け

る
特
別
交
付
税
の
割
合
（
現
行
６

％
）
を
２３
年
度
に
は
５
％
、
２４
年

度
以
降
は
４
％
へ
と
段
階
的
に
引

き
下
げ
、
そ
の
部
分
を
普
通
交
付

税
に
移
行
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

�
地
球
温
暖
化
対
策
に
係
る
臨
時

措
置２３

年
度
税
制
改
正
大
綱
に
お
い

て
「
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の

税
」（
国
税
）
を
導
入
す
る
こ
と
と

さ
れ
た
が
、
具
体
的
な
地
方
財
源

の
確
保
・
充
実
の
仕
組
み
に
つ
い

て
２４
年
度
実
施
に
向
け
た
成
案
が

得
ら
れ
る
ま
で
の
間
の
臨
時
措
置

と
し
て
、
地
方
公
共
団
体
が
積
極

的
に
取
り
組
ん
で
い
る
森
林
吸
収

減
対
策
等
を
一
層
支
援
す
る
た
め
、

「
地
球
温
暖
化
対
策
暫
定
事
業
費
」

（
２３
年
度
事
業
費
１
０
０
億
円
）
を

地
方
財
政
計
画
に
臨
時
に
特
別
枠

と
し
て
計
上
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

（７） 平成２３年４月５日 第１７９０・９１・９２号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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１
�
各
種
交
通
基
盤
整
備
の
推
進

�
道
路
整
備
に
つ
い
て

国
土
交
通
省
の
平
成
２３
年
度
道

路
整
備
予
算
案
は
総
額
９
８
６
２

億
円
と
ほ
ぼ
前
年
度
並
み
で
あ
っ

た
。
道
路
整
備
費
は
２２
年
度
当
初

予
算
で
は
前
年
度
比
で
大
幅
減
で

あ
っ
た
が
、
２３
年
度
予
算
案
で
は

公
共
事
業
関
係
予
算
が
減
少
す
る

中
で
、
必
要
な
社
会
資
本
整
備
に

つ
い
て
は
着
実
に
整
備
さ
れ
る
よ

う
担
保
す
る
こ
と
が
言
明
さ
れ
て

い
た
。
特
に
「
国
土
ミ
ッ
シ
ン
グ

リ
ン
ク
の
解
消
」
で
は
前
年
度
比

５
％
増
の
３
３
７
６
億
円
が
計
上

さ
れ
て
お
り
、
主
要
都
市
間
等
を

連
絡
す
る
高
規
格
幹
線
道
路
等
の

整
備
を
推
進
す
る
と
さ
れ
た
。
し

か
し
、
地
域
高
規
格
道
路
に
関
す

る
２３
年
度
予
算
案
は
前
年
度
比
１４

％
減
の
５
４
３
億
円
と
な
っ
て
い

る
。
本
委
員
会
が
特
に
要
望
し
て

い
た
高
規
格
幹
線
道
路
網
と
地
域

高
規
格
道
路
網
の
整
備
状
況
は
、

平
成
２３
年
１
月
２５
日
現
在
、
高
規

格
幹
線
道
路
１
万
４
０
０
０
�
の

う
ち
、
供
用
延
長
区
間
は
９
７
６

８
�
で
あ
り
、
進
捗
率
は
未
だ
に

７
割
で
あ
る
。
２３
年
度
の
高
規
格

幹
線
道
路
と
地
域
高
規
格
道
路
の

新
規
事
業
採
択
予
定
箇
所
は
直
轄

事
業
で
は
那
覇
空
港
自
動
車
道
小

禄
道
路
な
ど
４
箇
所
、
補
助
事
業

で
は
国
道
３
１
３
号
倉
吉
関
金
道

路
な
ど
４
箇
所
が
採
択
予
定
と
な

っ
て
い
る
。

な
お
、
平
成
２３
年
の
高
速
道
路

の
無
料
化
社
会
実
験
に
は
１
２
０

０
億
円
（
前
年
度
１
０
０
０
億
円
）

が
計
上
さ
れ
、
前
年
度
比
２０
％
増

と
な
り
、
物
流
効
率
化
の
た
め
夜

間
の
大
型
車
を
対
象
と
し
た
長
距

離
の
無
料
化
実
験
な
ど
、
車
種
や

時
間
帯
の
工
夫
に
つ
い
て
検
討
さ

れ
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
。

�
鉄
道
整
備
に
つ
い
て

国
土
交
通
省
の
平
成
２３
年
度
鉄

道
事
業
の
基
本
方
針
で
は
、
高
速

鉄
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
は
、

「
地
域
間
の
移
動
時
間
を
大
幅
に

短
縮
さ
せ
て
、
関
係
す
る
地
域
社

会
の
振
興
や
経
済
活
性
化
に
大
き

な
効
果
を
も
た
ら
す
と
と
も
に
、

環
境
性
能
と
効
率
性
に
優
れ
た
高

速
交
通
機
関
と
し
て
新
幹
線
の
整

備
を
進
め
る
。
フ
リ
ー
ゲ
ー
ジ
ト

レ
イ
ン
や
超
電
導
リ
ニ
ア
の
技
術

開
発
を
推
進
す
る
。
」
と
位
置
付

け
ら
れ
て
い
る
。

特
に
新
幹
線
鉄
道
の
整
備
促
進

は
「
我
が
国
の
交
通
体
系
に
あ
っ

て
、
基
幹
的
な
高
速
輸
送
体
系
を

形
成
す
る
整
備
新
幹
線
の
整
備
を

進
め
る
。
建
設
中
の
区
間
に
つ
い

て
は
、
予
定
ど
お
り
の
完
成
・
開

業
を
目
指
し
て
着
実
に
整
備
を
進

め
る
。
未
着
工
の
区
間
に
つ
い
て

は
、
整
備
新
幹
線
問
題
検
討
会
議

等
に
お
け
る
検
討
結
果
を
踏
ま

え
、
適
切
に
対
応
す
る
。
」
と
さ

れ
、
整
備
新
幹
線
事
業
予
算
案
と

し
て
前
年
度
比
１３
・
５
％
増
の
２

９
５
０
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い

る
。
な
お
、
整
備
新
幹
線
事
業
予

算
案
２
９
５
０
億
円
の
区
別
事
業

費
は
未
着
工
３
区
間
（
北
海
道
・

新
函
館
〜
札
幌
、
北
陸
・
金
沢
〜

敦
賀
、
九
州
・
諫
早
〜
長
崎
）
に

は
、
検
討
次
第
で
当
年
度
よ
り
使

用
可
能
な
「
留
保
分
」
と
し
て
、

９０
億
円
が
計
上
。
既
着
工
区
間
の

配
分
額
は
新
青
森
・
新
函
館
区
間

に
は
倍
増
の
８
８
０
億
円
、
長
野

・
金
沢
（
白
山
総
合
車
両
基
地
）

に
は
１
７
８
０
億
円
が
計
上
さ
れ

て
い
る
。

�
地
域
公
共
交
通
に
つ
い
て

国
土
交
通
省
の
平
成
２３
年
度
予

算
案
で
は
「
地
域
公
共
交
通
確
保

維
持
改
善
事
業
」
が
新
設
さ
れ

た
。
本
事
業
の
内
容
は
、
�
従
来

の
期
間
限
定
で
立
ち
上
げ
期
の
み

の
補
助
、
事
後
的
な
欠
損
の
補
助

等
と
し
て
い
た
問
題
点
を
抜
本
的

に
見
直
し
、
地
域
公
共
交
通
に
係

る
予
算
を
統
合
し
た
上
で
、
公
共

交
通
が
独
立
採
算
で
は
確
保
で
き

な
い
地
域
等
に
お
い
て
地
域
特
性

に
応
じ
効
率
的
に
確
保
・
維
持
す

る
た
め
に
必
要
な
支
援
を
行
う
と

と
も
に
、
移
動
に
当
た
っ
て
の
バ

リ
ア
が
よ
り
解
消
さ
れ
る
た
め
に

必
要
な
支
援
等
を
一
体
的
に
行

う
。
�
地
方
分
権
の
趣
旨
を
踏
ま

え
、
国
は
地
域
の
多
様
な
関
係
者

に
よ
る
議
論
を
経
た
、
地
域
の
交

通
に
関
す
る
計
画
等
に
基
づ
き
実

施
さ
れ
る
取
組
を
支
援
す
る
と
と

も
に
、
モ
ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド
を
抑
制

し
た
効
率
的
・
効
果
的
な
支
援
を

行
う
―
―
こ
と
と
し
て
お
り
３
０

５
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

２
�
自
然
災
害
対
策
の
推
進

国
土
交
通
省
の
平
成
２３
年
度
予

算
案
の
う
ち
、
自
然
災
害
対
策
と

し
て
特
に
河
川
局
に
対
し
て
「
元

気
な
日
本
復
活
特
別
枠
」
か
ら
激

甚
な
水
害
・
土
砂
災
害
が
生
じ
た

地
域
に
お
け
る
再
度
災
害
防
止
策

に
２
１
４
億
円
、
床
上
浸
水
被
害

が
頻
発
す
る
地
域
な
ど
を
対
象
に

３
４
８
億
円
が
配
分
さ
れ
る
な
ど

重
点
投
資
が
さ
れ
て
い
る
。
こ
の

他
、
災
害
発
生
の
際
の
危
機
管
理

体
制
充
実
を
図
る
「
災
害
対
応
・

危
機
管
理
対
策
」
に
約
１
１
８
３

億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。
ま

た
、
災
害
危
険
度
の
高
い
地
域
に

お
け
る
効
果
的
な
災
害
予
防
対
策

を
重
点
的
に
施
行
す
る
と
と
も

に
、
気
候
変
動
・
地
球
温
暖
化
へ

の
適
応
策
を
実
施
す
る
「
予
防
的

な
治
水
対
策
」
に
よ
っ
て
三
大
都

市
圏
な
ど
の
重
要
区
間
に
お
け
る

堤
防
の
強
化
及
び
氾
濫
地
域
に
政

令
市
等
を
抱
え
る
災
害
危
険
度
の

高
い
河
川
の
整
備
を
行
う
こ
と
と

し
て
い
る
。

な
お
、
地
震
対
策
と
し
て
内
閣

府
防
災
担
当
予
算
案
の
う
ち
「
国

民
の
安
全
・
安
心
の
確
保
」
に
、

前
年
度
よ
り
８
億
円
減
の
６８
億
円

が
計
上
さ
れ
、
そ
の
中
に
「
防
災

対
策
の
充
実
」
と
し
て
前
年
度
よ

り
約
５
億
円
減
の
４
億
６
０
０
０

万
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ

に
よ
り
、
地
震
等
防
災
対
策
の
推

進
や
「
新
た
な
情
報
通
信
技
術
戦

略
」
へ
の
対
応
、
災
害
復
旧
・
復

興
施
策
推
進
な
ど
防
災
対
策
の
充

実
が
図
ら
れ
て
い
る
。

３
�
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

国
土
交
通
省
の
平
成
２３
年
度
予

算
案
に
お
け
る
都
市
・
地
域
整
備

関
係
の
予
算
額
は
、
事
業
費
で
は

２
１
２
０
億
円
で
あ
り
前
年
度
比

２２
％
減
、
国
費
で
は
６
２
８
億
円

で
あ
り
、
前
年
度
比
３５
％
減
と
な

っ
て
い
る
。
し
か
し
、
従
来
計
上
さ

れ
て
い
た
下
水
道
、
都
市
公
園
、

都
市
環
境
整
備
な
ど
の
大
半
の
事

業
は
「
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付

金
」
に
移
行
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

な
お
、
本
交
付
金
に
つ
い
て
は
そ

の
一
部
が
「
地
域
自
主
戦
略
交
付

金
（
仮
称
）
」
と
さ
れ
、
地
方
の

自
由
度
・
使
い
勝
手
が
更
に
向
上

さ
れ
る
も
の
と
な
っ
て
い
る
。

４
�
観
光
立
国
の
推
進

観
光
庁
の
平
成
２３
年
度
予
算
案

は
総
額
１
０
１
億
円
で
、
前
年
度

比
２５
億
円
（
２０
％
）
の
減
で
あ
る
。

そ
の
内
、
観
光
を
核
と
し
た
地
域

の
再
生
・
活
性
化
に
つ
い
て
、
２３

年
度
予
算
案
で
は
、
前
年
度
比
１８

％
減
の
４
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、
観
光
地
域
づ
く
り
プ
ラ
ッ

ト
フ
ォ
ー
ム
支
援
事
業
に
お
い
て

は
、
２
・
７
億
円
が
計
上
さ
れ
て

お
り
、
様
々
な
滞
在
型
観
光
の
取

組
を
推
進
す
る
た
め
、
市
場
と
の

窓
口
機
能
の
形
成
促
進
及
び
着
地

型
（
地
元
開
発
型
）
旅
行
商
品
の

企
画
・
販
売
、
人
材
育
成
等
の
取

組
支
援
が
行
わ
れ
る
こ
と
と
な
っ

て
い
る
。

（
担
当
・
建
設
運
輸
委
員
会
）

建建
設設
運運
輸輸
委委
員員
会会
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